




Transformation of Consumer Policy and Consumer Law:




The Consumer Fundamental Law was enacted on 2nd June 2004. The idea of Japanese 
Consumer Policy has changed by this law from government-led consumer protection to 
policy pay serious attention to consumers’ right. Before this law, many consumer protection 
legislations were within the category of administrative law. The main method of consumer 
policy has been by regulating businesses through admirative guidance. But from 2000, there 
are legal trend to establish a set of grand rules for civil legislation relating to consumers’right. 
Consumers infringed their right and interests can seek redress by civil legislations.
The law concerning door-to-door sales enacted on 1974, renamed the law concerning 
certain types of commercial transactions in 2000, is most important consumer law relating 
to consumer contracts. This law was revised so many times. After 2000, civil rights relating 
to door-to-door sales were stated in this law. For example, consumer have the right to cancel 
contract concluded by door-to-door sales when business has misrepresented statements. This 
trend is so important especially for consumers harmed by business’illegal conduct.
The administrative regulation and civil right of consumer are both important to realize the 
aim of consumer policy.
－ 65 －
1．はじめに








者の割合は 3 から 5％前後であると推計されていることからすれば*3、実際には一年間でわが
国には 2,000 万件を超える被害が生じている可能性があることになる。そうした被害に、虚偽



















1968 年 5 月 30 日に制定された消費者保護基本法は、消費者保護を行政の施策と位置づける
という大きな意義を有していた。この法律は、自民党、社会党、民社党、公明党の四党共同提
案の議員立法として国会に提案され、全会一致で 1968 年 5 月 24 日に可決、成立している。国










































































ついては、消費者基本法 11 条から 23 条まで、13 の項目が挙げられている。このうち、消費者契
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約の適正化（消費者基本法 12 条）、広告その他の表示の適正化（同 15 条）、意見の反映と透明性
の確保（同 18 条）、苦情処理及び紛争解決の促進（同 19 条）、高度情報通信社会の進展への的確

















・危害の防止（ 条） ・安全の確保（ 条）17 1
・計量の適正化（ 条） ・ ）8 消費者契約の適正化（ 条12
・規格の適正化（ 条） ・計量の適正化（ 条）19 3
・表示の適正化（ 条） ・規格の適正化（ 条）10 14
・公正自由な競争の確保（ 条） ・ その他の表示の適正化（ 条）11 15広告
・啓発活動及び教育の推進（ 条） ・公正自由な競争の確保（ 条）12 16
・意見の反映（ 条） ・啓発活動及び教育の推進（ 条）13 17
・試験検査等の施設の整備（ 条） ・意見の反映及び （ 条）14 18透明性の確保
・苦情処理体制の整備（ 条） ・苦情処理及び紛争解決の促進（ 条）15 19
高度情報通信社会の進展への的確な対応・
（ 条）20
注：太字は消費者基本法で追加 ・ 保( 条)国際的な連携の確 21








（旧訪販法 3 条）、書面交付義務（旧訪販法 4･5 条）が、民事ルールとして、クーリング ･ オフ（旧
訪販法 6 条）、契約解除等に伴う損害賠償額の制限（旧訪販法 7 条）が定められていた。違反
の効果は、書面交付義務に違反した場合にのみ 10 万円の罰金が科せられることになっていた
が（旧訪販法 23 条）、実際に刑事罰が科せられる例はまったくなかった。その後、1984 年にクー













いても、故意による事実の不告知と不実告知を禁止する条項が追加され（旧訪販法 5 条の 2）、
それに違反した場合には、指示（旧訪販法 5 条の 3）または業務停止（旧訪販法 5 条の 4）の
行政処分を違反事業者に対して科すことができることとなった。なお、行政処分の権限は、主
務大臣だけでなく、政令によって、地方支分部局の長又は都道府県知事にも委任できることに
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実際には 1995 年度までは訪販法に基づく行政処分は 1 件も出されることがなかった。1996 年
度に国によって 2 件の行政処分が出されたが、それまでに法改正から 8 年もの時間が経過して
いる。また、2000 年度までは行政処分はもっぱら国によって、一桁の件数で行われるに過ぎ
なかった*23。その後、時期に応じて行政処分の活用がなされるようになり、訪販法が特商法へ
と名称変更が行われた 2001 年度に前年度の 4 件から 20 件へと二桁に処分件数が増加し、消費
者基本法が制定された翌年度の 2005 年には、その件数は 80 件に達している。なお、2010 年
度に 188 件の行政処分が行われたが、この件数をピークにその後、行政処分件数は減少する傾
向にある（「表 1 特商法（訪販法）違反に基づく行政処分件数の推移」参照）。地域的にも、東
京が 257 件、埼玉が 133 件、静岡が 73 件の行政処分ををこれまでに出しているが、累計件数





3．3．民事ルールの整備に向けた 2004 年と 2008 年の特商法改正
消費者政策の基本的な考え方を消費者の権利の尊重と自立支援とする消費者基本法が施行さ






















































合計 2 9 13 20 40 80 84 182 188 125 121 118 95 84
国 2 0 8 1 12 0 12 1 6 10 13 22 5 25 6 34 25 28 19 24 9 31 9 12 24 16 11 23





の 3、立法当時は 9 条の 2）。この取消権は、特商法 6 条 1 項の不実告知あるいは同 6 条 2 項の
故意による事実の不告知で、消費者が誤認をしたことが要件とされている。特商法 6 条は、不
実告知と故意による事実の不告知を「してはならない。」として禁止する規定であり、その効








は、電話勧誘販売（特商法 24 条の 2）、連鎖販売取引（特商法 40 条の 3）、特定継続的役務提





品到達後 8 日間の解除権が新設された（特商法 15 条の 2）。要請していない商業メールを迷惑
メールとしてその送信が禁止された（特商法 12 条の 3）。いわゆる迷惑メールについてのオプ
ト ･ イン規制*27 である。さらに、特商法に違反する不当勧誘、不当条項、誇大広告について、









7 o o3r r/and・指示（業務改善命令、 条） ・不実告知 故意の事実不告知 ・ 年以下の懲役
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2016 年 6 月 3 日、改正特商法と改正消費者契約法が公布された。改正消費者契約法は、公








条の 3 第 5 項）とともに、その行使期間を従来の 6 ヶ月から 1 年間に伸張した（訪問販売につ




















た（改正特商法 8 条の 2 第 1 項）。それに違反した者には、3 年以下の懲役または 300 万円以
下の罰金あるいはその併科という刑罰が科される（改正特商法 70 条 1 項 2 号）。また、主務大
臣が業務停止命令を受けた事業者に対して、消費者の利益を保護するために必要な措置を指示
することができるとし（改正特商法 7 条）、それに違反した場合には、例えば法人については











































訪問販売等 3 類型であったら、その後、追加されて、現在は 7 類型にまで広がっている。特定



































*2 消費者庁『平成 28 年度版消費者白書』（2016）111 頁以下。
*3 例えば、（独）国民生活センター「第 40 回国民生活動向調査」（2013 年 3 月）によれば、苦情を消費生
活センターなど行政の相談真生土口に伝えた消費者は 2.9％と報告されている。
*4 内閣府『平成 20 年度版国民生活白書－消費者市民社会への展望』（2008）103 頁。消費者庁「消費者被




















教書の 4 つの権利のうち 3 つが反映されているとの指摘がある（中川丈久「21 世紀日本法の変革と進路







（中）（下）」国民生活研究 47 巻 1 号 1 頁・2 号 1 頁・3 号 1 頁（2007）。また、競争法の観点も含めて 21
世紀型消費者政策を論ずるものとして、日本経済法学会編『21 世紀の消費者法と消費者政策』日本経済
法学会年報第 29 号（2008）に掲載されている諸論文を参照。また、拙稿「消費者基本法と 21 世紀型消
費者政策の展開」法学教室 307 号（2006）160 頁。





*13 消費者基本法に規定された権利として尊重される 8 つの事項は、1982 年に国際消費者機構（Consumer 















第 5 版』日本評論社（2014）、圓山茂夫『詳解 特定商取引法の理論と実務第 3 版』民事法研究会（2014）
がある。
*16 1996 年 5 月 22 日公布、同年 11 月 21 日施行。
*17 1999 年 4 月 23 日公布、同年 10 月 22 日施行。規制対象となった継続的役務取引は、当初は、エステ、
語学教室、学習塾、家庭教師派遣業の 4 種類であったが、2003 年改正（2004 年 1 月 1 日施行）で、パソ
コン教室と結婚相手紹介サービスが追加された。
*18 2000 年 11 月 17 日公布、2001 年 6 月 1 日施行。
*19 2012 年 8 月 22 日公布、2013 年 2 月 21 日施行。
*20 なお、連鎖販売取引、いわゆるマルチ商法については、訪問販売や通信販売とは異なる規制意図があっ
たように思われる。連鎖販売取引には、訪販法制定当時から、故意による事実の不告知や不不実告知が
禁止事項として定められ（旧訪販法 12 条）、その違反行為に対する行政処分として指示（旧訪販法 15 条）、
業務停止（旧訪販法 16 条）が定められていた。法制定当初から、連鎖販売取引には、行政による強い規
制が準備されていたのである。
*21 1984 年 6 月 2 日公布、同年 12 月 1 日施行。
*22 例えば、訪問販売については、訪販法が制定された 1976 年度には 590 件だった相談件数が、1986 年度
には 1700 件と約 3 倍に増加していた。







べて、1997 年度は９件であると回答した。96 年の 2 件という数字はさすがに伝えなかった。私でもこれ
は少ないと感じたからである。すると、OFT の担当者は怪訝な顔をして、「その数字は、岐阜県の件数か？







*25 2004 年 5 月 12 日公布、同年 11 月 11 日施行。消費者基本法が制定される前に公布され、制定後に施行
されていることになる。
*26 2008 年 6 月 18 日公布、2009 年 12 月 1 日施行。迷惑メール規制のみ 2008 年 12 月 1 日から施行されている。




















消費者の被害救済という視点から」ジュリスト 1498 号（2016）65 頁及びそれに記載の文献を参照のこと。
なお、本稿では消費者契約法の改正については触れないが、その改正内容と消費者委員会専門調査会で





連鎖販売に関する消費者からの苦情や問い合わせは、PIO-NET のデータによれば毎年 1 万件を超えてい
て、決して減少していない。
消費者政策の展開と消費者法の形（坂東）
－ 79 －

